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改正改善基準告示の通達作成に意見を提出 

累進歩合廃止の徹底、割増賃金の適正化など 
 

 自動車運転者の労働時間等の改善基準告示の改正審議は、３月までにバス・タク

シーについては作業部会での改正案がまとまりました。トラックはまだ審議中で夏

頃にまとまる予定です。 

 バス・タクシーについては、告示の公布（2022年内予定）と同時に出される通達

の作成作業が始まります。この通達（93号通達）は、告示の内容を徹底し、労働当

局が監督・指導をするうえで指針となる重要な記述があり、解説書の基本となりま

す。この通達が適正に作成されるよう自交総連では６月２日に厚労省に以下の意見

を提出しました。 

 ①休息期間11時間が基本であること、②休憩時間の延長の禁止、③累進歩合制度

廃止、④歩合給の割増賃金の適正な支払い――などについて、近年のコロナ危機下

での不適切な事例、脱法行為も踏まえて、使用者が適正な取り扱いをするよう通達

で徹底することを求めています。 

 

 

２０２２年６月２日 

厚生労働省労働基準局監督課 御中 

全国自動車交通労働組合総連合会（自交総連） 

中央執行委員長  髙城 政利  

 

改正改善基準告示の通達についての意見 
 

 自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（以下「改善基準告示」という）

の改正を審議している労働政策審議会労働条件分科会自動車運転者労働時間等専門

委員会（以下「専門委員会」という）は、2022年３月28日の第８回専門委員会で、

ハイヤー・タクシー及びバス作業部会の報告を了承して中間とりまとめを行いまし

た。現在、改善基準告示に関する通達は、「自動車運転者の労働時間等の改善のた

めの基準について」（以下「93号通達」という）が策定され、労働時間等の取扱い

及び賃金制度等に関する基準が示されていますが、今後、この通達の改正作業が貴

局ですすめられると思います。新しく策定される通達及びその解説書（『自動車運
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転者 労務改善基準の解説』）について、意見を提出します。 

１．休息期間11時間を基本とすることの徹底 

 改善基準改正の審議のなかで、バス及びタクシー日勤についての休息期間は、

「勤務終了後、継続11時間以上与えるよう努めることを基本とし、継続９時間を下

回らないものとする」と定められました。議論が伯仲するなかで「基本とし」とす

る文言が最後に挿入されたことの意義を通達でも十分に考慮した記述とするべきで

す。 

 １か月（４週間）の拘束時間が制限されていることから、９時間の休息期間を月

に何回も設定することは実態上も不可能です。こうした具体例を通達でも記述し、

休息期間は11時間以上が基本で、９時間というのは例外であり、回数にも上限があ

ることをわかりやすく記述することが必要です。 

 また１日の最大拘束時間が14時間を超える回数は、通達において「１週間につい

て３回以内」が目安として示されることとされていますが、14時間を超える拘束時

間が連続しないようにするべきです。 

 そのうえで、９時間の休息期間は、できる限りなくしていく方向性を示すべきで

す。 

２．労働時間等の取扱い及び賃金制度等について 

(1) 労働時間の取扱い、休憩時間 

◎ 事業場外における休憩時間は３時間を超えてはならないこととし、例外は、あ

らかじめ運行計画により３時間を超える休憩時間が定められている場合に限るこ

と。 

◎ 休憩時間は労働者が営業車から離れて自由に利用できる時間であり、乗車した

ままで自由に利用できない時間を休憩時間と取り扱ってはならないことを通達に

明記すること。 

 

 労働時間は、拘束時間から休憩時間を差し引いたものとすることとされています

が、問題となるのは休憩時間の取扱いです。近年タクシーでは、規制緩和以来の供

給過剰状態及び直近では新型コロナ感染症の拡大による需要の減少によって、営業

収入が減少し、歩合給である賃金が、最低賃金に抵触するほど低下しています。こ

のため、使用者にあっては、休憩時間をできる限り長くカウントすることによって

労働時間を短くして、１時間当たりの金額で定められている最低賃金をクリアしよ

うという動きが目立っています。 

 労働時間を不当に短く計算すれば、表面的には最低賃金法違反をクリアしたとし

ても、実質的には最低賃金以下の低賃金となり、その状態で生活できる賃金を得よ

うとすれば、労働者は長時間労働をせざるを得なくなります。不当な最低賃金法違

反逃れを防止するうえでも、休憩時間は厳格に計算するべきです。 
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 93号通達で、「運行記録計等により３時間を超えて休憩がとられたことが客観的

に明らかな場合」には休憩時間が３時間を超えてもよいこととされていますが、こ

の規定は、休憩時間を不当に長く計算するために悪用されているので削除するべき

です。実態として、使用者が、デジタルタコメータなどを利用して停車時間を一律

に休憩時間とみなす扱いとしている例がみられ、このような取り扱いを認めてはな

りません。 

 また、一定時間以上の停車時間について、使用者が労働者に休憩していた旨の申

告書に署名をさせて休憩時間と取り扱う場合がありますが、この場合、実態と異な

るのに圧力をもって署名を強要している例がみられます。こうした取り扱いが行わ

れないよう通達及び解説書で明記するべきです。 

(2) 休日の取扱い 

◎ 休日は、休息期間に24時間を加算して得た、連続した時間とし、いかなる場合

であっても33時間を下回ってはならないものとすること。 

 

 93号通達では、休日は休息期間に24時間を加算した時間としたうえで、「いかな

る場合であっても、その時間が30時間を下回ってはならない」となっています。こ

の規定は、二人乗務及び休息期間を分割した場合には、休息期間に24時間を加算し

た時間が30時間より短くなる場合を想定して、その場合でも最低30時間は必要とす

る規定です。二人乗務や分割休息の場合は休息期間が改正改善基準告示の９時間よ

り短くなる場合がありますが、身体的負荷は多くかかっていることを考えれば、休

日の取扱いに際しては休息期間を常に標準の９時間とみなしても問題は生じません。

現行の規定は、８＋24＝32時間より２時間短くして30時間となっていますが、その

ような配慮は不要で、改正改善基準告示では、９＋24＝33時間を下回らないことと

するべきです。 

(3) 賃金制度等 

◎ 保障給を定めることは、引き続き記載し徹底すること。 

◎ 累進歩合制度廃止は、より強い表現で廃止を徹底すること。 

◎ 年次有給休暇を取得した時の賃金計算について、足切り減額方式、仮想営収方

式を標準の計算方式として記述すること。 

 

 賃金制度等については、累進歩合制度廃止の厳格化が必要です。累進歩合制度は、

93号通達で「廃止するものとすること」とされ、厚生労働省の2014年の通達でも

「累進歩合制度の廃止について、引き続き、…幅広く周知を図ること」とされてい

るにもかかわらず、依然として多くの職場で廃止されていません。近時、コロナに

よる営業収入の低下に伴い、累進歩合制度（足切り制度）により、一定の足切り額

以下の営業収入となった場合に格段と歩合率が下がり、最低賃金以下の賃金となっ

てしまう例が急増していることからも、廃止は急務です。 

 年次有給休暇の賃金は、歩合給の場合には、計算方法によって賃金が減額される

ことが多いため、結果として、有給休暇の取得を抑制し、長時間労働を助長するこ
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とにつながっています。93号通達で例示されている足切り減額方式、仮想営収方式

にすれば賃金が減額されることはないので、これを例示にとどめず、標準の計算方

式とするべきです。 

(4) 歩合給に対する割増賃金の支払い（法定労働条件の確保） 

◎ 2020年３月30日付最高裁判決をふまえ、労働基準法37条の意義から逸脱する割

増賃金の支払い方法を禁止すること。時間外労働時間が長くなっても賃金総額が

増えないものは割増賃金を支払ったことにならないことを明記すること。 

 

 時間外労働に対して割増賃金を支払わなければならないことは当然ですが、歩合

給の場合には、実態としては正確に割増賃金が支払われない例が多くなっています。

実際の労働時間に応じた割増賃金に満たない「みなし割増賃金」や書類上は割増賃

金を支払ったことにしてそれと同額を賃金から差し引く賃金計算方法などがみられ

ます。そもそも長時間労働を抑制するための割増賃金が正確に支払われなければ、

労働時間の延長に歯止めがかからず、適正な労働時間管理という改善基準告示の目

的が果たされなくなってしまいます。 

 2020年３月30日に最高裁で、割増賃金相当額を歩合給から差し引いて、いくら時

間外労働をしても賃金総支給額は変わらない賃金規程を、労基法37条から逸脱し、

割増賃金を支払ったことにならないとする判決が出されました（最高裁第一小法廷 

令和元年（受）第1922号）。割増賃金は、時間外労働時間が長くなればそれに応じ

て支払われる金額が増えなくてはならないことは当然のことです。歩合給に対する

割増賃金の支払いを厳格に規定し、労働時間が長くなっても賃金が増えないものは、

割増賃金を支払ったことにならないことを明確にして、それに反する割増賃金支払

いに関する違法・脱法行為を例示して明確に禁止するべきです。 

以 上 

 

【タクシーの改善基準告示改正案】（概要、特例の条件等は略） 

 項 目 現 行 改正案 

日 
 

勤 

１か月の拘束時間 299時間 288時間 

１日の拘束時間 

 

１日の休息期間 

 

13時間、最大16時間 

 

８時間 

 

13時間、最大15時間（14時

間超は週３回以内） 

９時間（11時間以上を与え

るよう努めることを基本） 

車庫待

ち特例 

１か月の拘束時間 

１日の拘束時間 

322時間まで延長可 

24時間まで延長可 

300時間まで延長可 

24時間まで延長可 

隔
日
勤
務 

１か月の拘束時間 262時間 262時間 

２暦日の拘束時間 

 

２暦日の休息期間 

 

21時間 

 

20時間 

 

22時間（２回平均して１回

当たり21時間を超えない） 

22時間（24時間以上を与え

るよう努めることを基本） 

車庫待

ち特例 

１か月の拘束時間 

２暦日の拘束時間 

270時間＋20時間 

24時間まで延長可 

270時間＋10時間 

24時間まで延長可 
 


